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後期高齢者の医療費窓口負担について、原則１割負担の継続を求
める意見書を国に提出することを求める請願書

（要旨）
後期高齢者の窓口負担の原則２割化は、年金収入も減るなか、

請願の件名 治療が長期にわたる高齢者の生活を圧迫し、必要な受診を抑制す
るなど、高齢者の命を脅かすことも予測されることから、国に対
して、後期高齢者の医療費窓口負担について、原則１割負担の継
続を求めることの意見書を提出することを求める請願
（理由）

後期高齢者医療（75歳以上）の医療費窓口負担を現行１割から
２割にする論議が、経済財政諮問会議（内閣府）や財政制度等審
議会（財務省）ですすめられ、社会保障審議会（厚生労働省）で
も検討が開始されている。

内閣府・経済財政諮問会議が出している「経済・財政再生計画
改革工程表」では、2018年度までを検討期間とし、今年中に結論
を出すとしている。5月23日に財務省・財政制度等審議会が発表
した「新たな財政健全化計画等に関する建議」は、「（医療費の窓
口負担が2割となっている70～74歳の者が）75歳到達後も2割のま
まにすることに加えて、すでに後期高齢者となっている者につい
ても、数年かけて段階的に2割負担に引き上げる」ことを提案し
ている。このように、財務省・内閣府は早期の検討・実施を求め
ており、厚労省・社会保障審議会医療保険部会でも、「保険者側」
から、早期実施の意見が出されている。

こうした負担増の検討に対して、全国後期高齢者医療広域連合
協議会は６月６日に「後期高齢者医療制度に関する要望書」を政
府に提出し、「制度の根幹である高齢者が必要な医療を確保する
という観点から現状維持に努めること」を要望している。また、
老人クラブや医療関係団体からも、負担増の引き上げを懸念する
意見が出されている。

厚生労働省の後期高齢者医療制度被保険者実態調査（2017度調
査分）によると、宮崎県の後期高齢者の82.5％が所得100万円未
満と厳しい生活状況にある。後期高齢者の窓口負担の原則２割化
は、年金収入も減るなか、治療が長期にわたる高齢者の生活を圧
迫し、必要な受診を抑制するなど、高齢者の命を脅かすことも予
測される。

よって、国に対して、後期高齢者の医療費窓口負担について、
原則１割負担の継続を求めることの意見書を提出されるよう請願
する。
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